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（1）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 65,620 △0.6 3,828 △37.8 3,993 △38.8 2,975 △21.3

2024年３月期第１四半期 65,988 △16.0 6,158 △9.2 6,521 △8.6 3,780 △20.8

（注）包括利益 2025年３月期第１四半期 7,418百万円（△6.8％） 2024年３月期第１四半期 7,962百万円（△4.2％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 119.45 －

2024年３月期第１四半期 151.99 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 274,959 124,699 41.6

2024年３月期 263,543 120,828 41.7

（参考）自己資本 2025年３月期第１四半期 114,279百万円 2024年３月期 109,908百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 67.00 － 79.00 146.00

2025年３月期 －

2025年３月期（予想） 73.00 － 73.00 146.00

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 135,000 2.4 7,700 △35.0 7,300 △40.2 4,600 △36.0 184.57

通期 275,000 5.5 15,500 △25.3 14,800 △29.6 8,700 △28.1 348.98

1．2025年３月期第１四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（2）連結財政状態

2．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

3．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有

2024年８月２日に発表した「2025年３月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の記載内容について一部誤りがありまし
たので、2024年８月５日付で訂正いたしました。上記は本訂正反映後のものになります。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期1Ｑ 24,957,602株 2024年３月期 24,957,602株

②  期末自己株式数 2025年３月期1Ｑ 47,651株 2024年３月期 46,980株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期1Ｑ 24,909,982株 2024年３月期1Ｑ 24,874,994株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：有

新規    1社　　(社名）MSE China (Beijing) Co., Ltd.　除外    －社　（社名）

（注）詳細は、（添付資料）10ページ「２．（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（連結の範囲又は持分

法適用の範囲の変更）」をご参照ください。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更          ：有

②  ①以外の会計方針の変更                        ：無

③  会計上の見積りの変更                          ：無

④  修正再表示                                    ：無

（注）詳細は、（添付資料）11ページ「２．（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更に関

する注記）」をご参照ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本発表資料の中で、予想、見通し、目標といった歴史的事実でない数値につきましては、現時点で入手可能な情報及

び将来の業績に影響を与える不確実な要因を前提に算出したものであり、実際の業績は異なる結果となる可能性があ

ります。業績予想に関する事項につきましては、（添付資料）４ページ「１．（３）連結業績予想などの将来予測情

報に関する説明」をご参照ください。
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連結合計 前第１四半期 当第１四半期 前年同期比 増減率

営業収益 65,988 65,620 △367 △0.6％

営業利益 6,158 3,828 △2,330 △37.8％

経常利益 6,521 3,993 △2,528 △38.8％

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,780 2,975 △805 △21.3％

物流事業 前第１四半期 当第１四半期 前年同期比 増減率

営業収益 64,016 64,490 474 0.7％

営業利益 5,918 4,631 △1,287 △21.7％

不動産事業 前第１四半期 当第１四半期 前年同期比 増減率

営業収益 2,176 1,345 △831 △38.2％

営業利益 1,289 351 △938 △72.8％

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期の決算の概要は次のとおりであります。

（単位：百万円）

・主に航空貨物輸送における仕入運賃の上昇により運賃差益が縮小、ならびに不動産事業における主要ビルのマル

チテナント化に伴う一時的な空室の発生により、前年同期比減収減益となりました。

・国内では中期経営計画に掲げた重点取組分野における新規業務の獲得に注力いたしました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 （イ）物流事業

（単位：百万円）

事業環境：当社を取り巻く事業環境は次のとおりであります。

・前期より発生していた企業の原材料・部品等の在庫調整局面は一服したものの、国際輸送の荷動きは横ばいに推

移しております。

・海運市況については欧米向け航路を中心に運賃上昇傾向にあり、またアジアのハブ港における混雑等により海上

コンテナ不足が発生しております。この結果、航空貨物輸送において一部路線の運賃上昇や船落ちによる緊急航

空輸送が生じております。

営業の状況：当社の営業活動の状況は次のとおりであります。

・航空貨物輸送において仕入運賃の上昇により運賃差益が縮小し前年同期比減益となりました。

・国内では中期経営計画に掲げた重点取組分野における新規業務の獲得に注力いたしました。

この結果、以下のとおり新規拠点での利益貢献が本格化しております。

―関東地区におけるハイファッション物流拠点での新規業務開始

―関西地区におけるＥＣ物流拠点での取扱増加

―九州地区における半導体物流拠点での取扱増加

 （ロ）不動産事業

（単位：百万円）

事業環境：当社を取り巻く事業環境は次のとおりであります。

・東京ビジネス地区の既存オフィス物件の平均空室率は低下し、また平均賃料は微増となりました。

営業の状況：当社の営業活動の状況は次のとおりであります。

・当社所有の主要ビルにおけるマルチテナント化に伴う一時的な空室の発生により前年同期比減収減益となりまし

た。
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連結合計 前期末 当第１四半期末 前期末比 増減率

自己資本 109,908 114,279 4,371 4.0％

総資産 263,543 274,959 11,415 4.3％

自己資本比率 41.7％ 41.6％ △0.1ポイント △0.3％

有利子負債 83,265 83,787 522 0.6％

Ｄ/Ｅレシオ 0.76 0.73 △0.02 △3.2％

連結合計 前第１四半期 当第１四半期 前年同期比

現金及び現金同等物の期首残高 33,417 30,876 -

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,164 8,964 800

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,271 △4,850 △2,579

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,000 △3,484 3,515

現金及び現金同等物の期末残高 33,391 33,117 -

2023年
３月期

2023年６月
第１四半期

2024年
３月期

2024年６月
第１四半期

自己資本比率（％） 36.1 37.2 41.7 41.6

時価ベースの自己資本比率（％） 37.7 33.3 44.5 43.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 2.9 2.8 3.6 2.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ 37.1 56.8 29.0 68.7

（２）財政状態に関する説明

①財政状態の変動状況

（単位：百万円）

・自己資本が増加した要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上と、円安の進行に伴う為替換算調整勘定

の増加によるものです。

・総資産が増加した要因は、関税立替金等（その他流動資産）の増加によるものです。

・有利子負債が増加した要因は、配当金支払等に伴う短期借入金の増加によるものです。

・今後の戦略投資実行に備え、Ｄ/Ｅレシオ1.0倍を下回る水準としております。

②キャッシュ・フローの状況

（単位：百万円）

当期のキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

・営業活動によるキャッシュ・フローの主な内訳は、税金等調整前四半期純利益、減価償却費の計上による資金留

保です。

・投資活動によるキャッシュ・フローの主な内訳は、不動産事業における主要ビルのマルチテナント化に伴う工事

代金の支払いです。

・財務活動によるキャッシュ・フローの主な内訳は、短期借入の実行、及び配当金の支払です。

③キャッシュ・フロー関連指標の推移

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３．キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使用しております。

４．キャッシュ・フロー対有利子負債比率は、キャッシュ・フローを年額に換算するため第１四半期では４倍し

て算出しております。
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営業収益 営業利益 経常利益

親会社株主に

帰属する

中間純利益

１株当たり

中間純利益

①前回発表予想
百万円

135,000

百万円

7,200

百万円

6,700

百万円

4,400

円　銭

176.69

②今回修正予想 135,000 7,700 7,300 4,600 184.57

③増減額 ②－① 0 500 600 200 －

④増減率 ③／① 0.0％ 6.9％ 9.0％ 4.5％ －

参考：前年同期実績
（2024年３月期第２四半期）

131,862 11,843 12,206 7,182 288.54

営業収益 営業利益 経常利益

親会社株主に

帰属する

当期純利益

１株当たり

当期純利益

①前回発表予想
百万円

275,000

百万円

15,000

百万円

14,200

百万円

8,500

円　銭

341.34

②今回修正予想 275,000 15,500 14,800 8,700 348.98

③増減額 ②－① 0 500 600 200 －

④増減率 ③／① 0.0％ 3.3％ 4.2％ 2.4％ －

参考：前年同期実績
（2024年３月期通期）

260,593 20,754 21,010 12,107 486.21

2024年５月10日公表 上期業績予想 72

・海上輸送から航空輸送へのシフト（船落ち） ＋２

・九州地区の半導体取扱好調 ＋１

・収受料金の適正化が当初計画を上回り進捗 ＋１

・その他（原価低減等） ＋１

本修正における上期業績予想 77

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　国際貨物の荷動きの回復は当初想定よりも緩やかであるものの、紅海情勢やパナマ運河の通行制限の影響による

海上輸送から航空輸送へのシフト（船落ち）が発生したこと、国内では九州地区の半導体の取扱が好調であるこ

と、及び原価上昇に対応するための収受料金の適正化が当初計画を上回って進捗していること等により営業利益率

が改善し、営業利益は前回発表予想よりも増加する見通しとなったことから、上期の業績予想を修正いたしまし

た。

　なお、通期業績予想は上期修正のみ考慮して修正しております。

〔2025年３月期 第２四半期（中間期）（2024年４月１日～2024年９月30日）連結業績予想〕

〔2025年３月期 通期（2024年４月１日～2025年３月31日）連結業績予想〕

連結営業利益における前回発表上期業績予想と本修正における差異の概要（単位：億円）
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 31,870 33,843

受取手形、営業未収金及び契約資産 30,262 31,592

棚卸資産 1,987 2,002

その他 9,496 12,956

貸倒引当金 △56 △41

流動資産合計 73,560 80,352

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 68,374 68,615

土地 57,718 57,936

その他（純額） 12,692 12,918

有形固定資産合計 138,785 139,471

無形固定資産

のれん 1,587 2,588

その他 10,823 11,120

無形固定資産合計 12,411 13,709

投資その他の資産

投資有価証券 15,393 16,888

その他 23,780 24,927

貸倒引当金 △387 △390

投資その他の資産合計 38,785 41,425

固定資産合計 189,983 194,606

資産合計 263,543 274,959

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 16,031 15,387

１年内償還予定の社債 14,000 14,000

短期借入金 716 2,624

１年内返済予定の長期借入金 5,091 4,842

未払法人税等 2,118 965

賞与引当金 3,713 2,503

その他 19,480 28,925

流動負債合計 61,152 69,246

固定負債

社債 11,000 11,000

長期借入金 45,929 44,883

退職給付に係る負債 6,458 6,515

その他 18,174 18,614

固定負債合計 81,562 81,013

負債合計 142,715 150,260

純資産の部

株主資本

資本金 11,219 11,219

資本剰余金 5,666 5,666

利益剰余金 71,772 72,780

自己株式 △104 △104

株主資本合計 88,554 89,561

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,931 7,960

繰延ヘッジ損益 △0 0

為替換算調整勘定 9,975 12,419

退職給付に係る調整累計額 4,446 4,336

その他の包括利益累計額合計 21,353 24,717

非支配株主持分 10,920 10,419

純資産合計 120,828 124,699

負債純資産合計 263,543 274,959
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

営業収益

倉庫保管料 9,545 9,682

倉庫荷役料 7,972 8,720

港湾作業料 4,228 4,061

運送収入 31,881 30,796

不動産収入 1,972 1,130

その他 10,388 11,229

営業収益合計 65,988 65,620

営業原価

作業直接費 29,216 29,344

賃借料 5,152 5,641

減価償却費 1,958 2,018

給料及び手当 9,571 9,919

その他 9,156 9,603

営業原価合計 55,055 56,527

営業総利益 10,932 9,093

販売費及び一般管理費 4,773 5,265

営業利益 6,158 3,828

営業外収益

受取利息 121 165

受取配当金 200 238

為替差益 229 49

持分法による投資利益 77 31

その他 111 110

営業外収益合計 741 594

営業外費用

支払利息 200 198

その他 177 231

営業外費用合計 378 429

経常利益 6,521 3,993

特別利益

資産除去債務戻入益 139 －

段階取得に係る差益 － 509

特別利益合計 139 509

税金等調整前四半期純利益 6,661 4,503

法人税等 2,039 888

四半期純利益 4,622 3,614

非支配株主に帰属する四半期純利益 841 638

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,780 2,975

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

四半期純利益 4,622 3,614

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 852 1,028

繰延ヘッジ損益 1 0

為替換算調整勘定 2,358 2,659

退職給付に係る調整額 △39 △109

持分法適用会社に対する持分相当額 167 224

その他の包括利益合計 3,340 3,804

四半期包括利益 7,962 7,418

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 6,863 6,339

非支配株主に係る四半期包括利益 1,098 1,079

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6,661 4,503

減価償却費 2,372 2,510

のれん償却額 37 61

資産除去債務戻入益 △139 －

段階取得に係る差損益（△は益） － △509

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23 △15

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,409 △1,239

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △22 33

受取利息及び受取配当金 △322 △403

支払利息 200 198

持分法による投資損益（△は益） △77 △31

有形固定資産売却損益（△は益） △13 △14

固定資産除却損 41 31

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 1,864 △748

仕入債務の増減額（△は減少） △1,288 △986

その他 4,094 7,124

小計 11,976 10,513

利息及び配当金の受取額 448 403

利息の支払額 △143 △130

法人税等の支払額 △4,116 △1,821

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,164 8,964

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,900 △2,185

有形固定資産の売却による収入 26 28

無形固定資産の取得による支出 △763 △650

無形固定資産の売却による収入 0 0

投資有価証券の取得による支出 △3 △3

貸付けによる支出 △6 △8

貸付金の回収による収入 16 8

定期預金の預入による支出 △0 △0

定期預金の払戻による収入 359 298

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △440

その他 － △1,896

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,271 △4,850

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 7,600 12,400

短期借入金の返済による支出 △7,600 △10,500

長期借入金の返済による支出 △1,369 △1,393

配当金の支払額 △2,910 △1,967

非支配株主への配当金の支払額 △2,374 △1,832

その他 △345 △190

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,000 △3,484

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,081 1,611

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25 2,240

現金及び現金同等物の期首残高 33,417 30,876

現金及び現金同等物の四半期末残高 33,391 33,117

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

　MSE China (Beijing) Co., Ltd.は、持分の追加取得に伴い当第１四半期より連結の範囲に含めております。

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

　MSE China (Beijing) Co., Ltd.は、持分の追加取得に伴い当第１四半期より連結の範囲に含めたため、持分法

適用の範囲から除外しております。
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（会計方針の変更に関する注記）

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令に従い算定

した額を損益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その発生源泉となる取引等に

応じて、損益、株主資本及びその他の包括利益に区分して計上することとし、その他の包括利益累計額に計上され

た法人税等については、当該法人税等が課される原因となる取引等が損益に計上された時点で、これに対応する税

額を損益に計上することとしました。なお、課税の対象となった取引等が、損益に加えて、株主資本又はその他の

包括利益に関連しており、かつ、株主資本又はその他の包括利益に対して課された法人税等の金額を算定すること

が困難である場合には、当該税額を損益に計上しております。

また、親会社の持分変動による差額に係る連結財務諸表固有の一時差異について資本剰余金を相手勘定として繰

延税金資産又は繰延税金負債を計上していた場合で、当該子会社等に対する投資を売却するなど、一時差異が解消

した際の繰延税金資産又は繰延税金負債の取崩しについて、従来、対応する額を法人税等調整額に計上することと

しておりましたが、資本剰余金を相手勘定として取り崩すことといたしました。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありま

せん。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合に係る税効果の取

扱いについて、当該子会社株式等を売却した企業の財務諸表において、当該売却損益に係る一時差異に対して繰延

税金資産又は繰延税金負債が計上されているときは、従来、連結決算手続上、当該一時差異に係る繰延税金資産又

は繰延税金負債の額は修正しないこととしておりましたが、当該一時差異に係る繰延税金資産又は繰延税金負債を

取り崩すこととしました。

連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表における

取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首から適用して

おりますが、これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（単位：百万円）

報告セグメント
合計

調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２物流事業 不動産事業

営業収益

(1）外部顧客への

　　営業収益
64,016 1,972 65,988 － 65,988

(2）セグメント間の

　　内部収益又は振替高
－ 203 203 (203) －

 計 64,016 2,176 66,192 (203) 65,988

 セグメント営業利益 5,918 1,289 7,208 (1,050) 6,158

（単位：百万円）

報告セグメント
合計

調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２物流事業 不動産事業

営業収益

(1）外部顧客への

　　営業収益
64,490 1,130 65,620 － 65,620

(2）セグメント間の

　　内部収益又は振替高
－ 214 214 (214) －

 計 64,490 1,345 65,835 (214) 65,620

 セグメント営業利益 4,631 351 4,983 (1,154) 3,828

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

　　１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(注)１．セグメント利益の調整額△1,050百万円は、連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント営業利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年６月30日）

　　１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(注)１．セグメント利益の調整額△1,154百万円は、連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント営業利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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取得の対価
追加取得直前に保有していた被取得企業持分の企業結合日における時価

企業結合日に追加取得した被取得企業持分の対価　現金

633百万円

633百万円

取得原価 1,266百万円

（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

当社の連結子会社である三井倉庫エクスプレス株式会社が持分法適用関連会社であるMSE China (Beijing) Co., 

Ltd.の持分の追加取得を行い、連結子会社としました。

１．企業結合の概要

⑴ 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　MSE China (Beijing) Co., Ltd.

事業の内容　物流事業

⑵ 企業結合を行った主な理由

中国での航空輸送における事業基盤の更なる拡充を図り、当社グループ利益を最大化することを目的としており

ます。

⑶ 企業結合日

2024年４月１日

⑷ 企業結合の法的形式

現金を対価とする持分取得

⑸ 結合後企業の名称

変更はありません。

⑹ 取得した議決権比率

取得前の議決権比率　　　　50.0％

追加取得する議決権比率　　50.0％

取得後の議決権比率　　　　100.0％

⑺ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社が現金を対価として持分を取得したことによるものであります。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

2024年４月１日から2024年６月30日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益　509百万円

５．発生したのれんの金額、発生原因、 償却方法及び償却期間

⑴ 発生したのれんの金額

944百万円

⑵ 発生原因

取得原価が受け入れた資産および引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過分をのれんとして

計上しております。

⑶ 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
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第１四半期（４月１日～６月30日） 通期（４月１日～３月31日）

2024年
３月期

2025年
３月期

増減 2024年
３月期
実績

2025年
３月期
予想

増減

金額 率（％） 金額 率（％）

営業収益 65,988 65,620 △367 △0.6 260,593 275,000 14,406 5.5

営業利益 6,158 3,828 △2,330 △37.8 20,754 15,500 △5,254 △25.3

経常利益 6,521 3,993 △2,528 △38.8 21,010 14,800 △6,210 △29.6

親会社株主に

帰属する当期純利益
3,780 2,975 △805 △21.3 12,107 8,700 △3,407 △28.1

2024年
３月末

2024年
６月末

増減

金額ほか 率（％）

自己資本 109,908 114,279 4,371 4.0

総資産 263,543 274,959 11,415 4.3

自己資本比率 41.7% 41.6% △0.1ポイント △0.3

Ｄ/Ｅレシオ 0.76 0.73 △0.02 △3.2

前年同期 当第１四半期 増減 2024年３月期

減価償却費 2,372 2,510 138 9,707

2024年３月末 2024年６月末 増減

社債 25,000 25,000 －

借入金 51,738 52,349 611

リース債務 6,526 6,437 △89

合計 83,265 83,787 522

前年同期
実績

当第１四半期
累計期間実績

2025年３月期
予想

2024年３月期
実績

物流事業 64,016 64,490 268,900 251,817

不動産事業 2,176 1,345 6,600 9,592

合計 66,192 65,835 275,500 261,410

調整額 △203 △214 △500 △816

連結損益計算書計上額 65,988 65,620 275,000 260,593

前年同期
実績

当第１四半期
累計期間実績

2025年３月期
予想

2024年３月期
実績

物流事業 5,918 4,631 19,400 19,422

不動産事業 1,289 351 1,900 5,942

合計 7,208 4,983 21,300 25,365

調整額 △1,050 △1,154 △5,800 △4,610

連結損益計算書計上額 6,158 3,828 15,500 20,754

３．補足情報

2025年３月期　第１四半期決算参考資料

１．経営成績の概要（連結） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：百万円）

２．財政状態（連結）                        　　　　  （単位：百万円）

３．減価償却の状況（連結）　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：百万円）

４．有利子負債残高（連結）        　　　　   （単位：百万円）

５．セグメント情報（連結）

　<営業収益>　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　<営業利益>　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

・物流事業の実績の業態別内訳は、当社IRサイトに掲載の「ファクトシート」内で開示しております。

当社IRサイトURL　https://www.mitsui-soko.com/ir/library/information
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年８月２日

三井倉庫ホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

　 東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉田　幸司

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小林　礼治

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 香月　まゆか

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている三井倉庫ホールディングス株式会社の2024年４月１日

から2025年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）及び第１

四半期連結累計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期

中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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　（注）１. 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２. ＸＢＲＬデータおよびＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の

財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四

半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明するこ

とが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況

により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び

我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第

４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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